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１．はじめに 
 
わが国における東海･東南海地震の被害想定域や，

米国のカリフォルニア沿岸など地震の頻発地帯では，

地震に備えるための事前対策行動の重要性が古くか

ら指摘されている．しかし，わが国全体でみると，

高い地震発生可能性の割に，事前対策行動の実施は

低い水準にとどまっている．一方で，2004年の新潟
中越地震後に耐震診断の依頼や防災グッズの販売が

急増したように，事前対策行動は周辺地域での災害

の発生（これを本研究では災害の目撃  (disaster 
witnessing) と呼ぶ）が引き金となって急激に波及す
ることはわが国では既に経験則となっている（引き

金となる災害のことを本研究ではトリガー災害と呼

ぶことにする．）． 
このような災害の目撃経験を災害リスクマネジメ

ント施策として戦略的に取り入れるためには，どの

ような目撃経験のときに，どのような対策を促せば

効果的であるかという点について，あらかじめ把握

しておくことが有効である． 
著者らは，2004年 9月 5日に連続して発生した紀

伊半島沖地震と東海道沖地震の後に，東海･東南海

地震の被害想定域とされる地域でこの地震の経験後

に地震に対する意識や対策行動の実施に変化があっ

たかどうかを尋ねるアンケート調査を行った．また，

このアンケート調査では，2004年に発生した他の災
害（台風 23 号，新潟中越地震，スマトラ島沖地
震）も行動や意識変化のトリガー災害として列挙し

た．本研究では，この調査結果を基に，災害の目撃

経験（被災地との距離，時間経過）が地震の事前対

策行動や意識変化に及ぼす影響を検証する． 
本研究の知見は，現状ではあまり重要視されてい

ない防災計画における事前対応の普及策を検討する

上で役立てることができると考える． 
 

２．被災経験が事前対策行動に及ぼす影響に関する既

往の研究 
 

前述の通り，米国のカリフォルニア沿岸や日本の

太平洋沿岸などの地震の常襲地帯では，被災経験が

将来の地震の事前対策行動に及ぼす影響について多

くの研究がなされ知見が蓄積されてきた． 

例えば Lehman and Taylor1)は，地震のような恐怖

の体験を経ると，個人は将来的に同じことが起きる

可能性を否定することで恐怖を緩和し，従ってリス

ク軽減行動を取らない傾向があることを stress-

appraisal model によって示した．これは，Akerlof2)

による認知的不協和の議論と同じ帰結である． 

 一方 Dooley3)らは，health belief modelを地震の

事前対策行動に適用し，過去のある一定期間におけ

る地震の被災者は，その後の地震の事前対策行動を

より積極的に行うという被災経験と対策行動の間の

正の関係を導いた．また，日本人を対象とした研究

としては Hirose and Ishizuka4)が東海地震の発生の予

兆情報に対する個人の反応を分析し，地震の不安と

対策行動の間に正の関連性があると結論づけている． 

Russell et.al.5)は Dooleyの導いた結論に対し，地震

に対する不安感とそれに伴うプリペアドネス（事前

対策の行動と意識）は時々刻々変化するものであり，

通常は被災の直後にその頂点を示すものであると指

摘している．一方で地震の事前対策は次の地震が起

きるまで継続性や反復性を要するものが多く，地震

に対する不安感のみで対策行動を規定するべきでは

ないと主張している． 

それに加え，地震に対する事前対策行動の普及を

災害リスクマネジメント施策として捉えると，対象

とする個人が地震を経験し，被災者となってから次
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の地震の対策行動をとるのを待つという戦略は，政

策として有効ではない．災害リスクマネジメントの

観点からは，事前の対策行動を，大きな地震が発生

して被災者になる以前にいかに浸透させるかを最も

優先的に考えなければならない．このことができる

ようになる可能性として，周辺地域で起こった災害

の目撃を疑似体験として活かし，学習するという方

策が考えられる．そこで本研究では，直接的な被災

経験ではなく，周辺地域での災害による間接的な目

撃経験と事前対策行動の関係に着目する． 

 
３．研究の概要 

 

（１） 研究の目的と手法 

（a）目的 
個人の間接的な災害の目撃経験と事前対策行動の

関係に着目し，災害の目撃経験の特徴（主観的距

離・時間の経過）と実施された事前対策行動の関係

を明らかにする．また，それらと年齢や地域性など

の属性との関係を明らかにする． 

（b）手法 

災害の目撃経験を経た地域において，地震に対す

る事前対策行動実施の有無とそのトリガー災害につ

いて回答してもらうアンケート調査を実施する．ア

ンケートの結果を，クロス集計，および多変量解析

によって分析する． 

 

（２） 調査の枠組 

（a）調査対象地域とトリガー災害の概要 

本研究の調査は，図－１に示すように和歌山県日

高郡印南町と，愛知県幡豆郡吉良町を対象に行った． 

×
× (震源)

和歌山県日高郡印南町

世帯数：3,178 人口：9,893
愛知県幡豆郡吉良町

世帯数：5，927 人口：21，656

 

図－１ 震源と対象地域 

本調査実施のきっかけとなった紀伊半島沖地震は

2004年 9月 5日の午後 19時 7分ごろ発生した紀伊

半島沖地震と，23 時 57 分ごろ発生した東海道沖地

震の２つが連続して発生する地震であった．その概

要は以下のようである． 

・ 紀伊半島沖地震 

19 時 07 分ごろ 最大震度：5 弱（和歌山県新宮市

など）震源地：紀伊半島沖 規模：M6.9 

被害：軽傷者 6名 

・ 東海道沖を震源とする地震 

23 時 57 分ごろ 最大震度：5 弱（三重県松坂市，

和歌山県新宮市など）震源地：東海道沖 規模：

M7.4 被害：重傷者 6 名，軽傷者 30 名 住宅一部

破損 4棟 

対象地域の印南町と吉良町ではこの地震における

被害は報告されていない． 

他のトリガー災害として，2004 年に発生した災

害より，9 月の台風 23 号，10 月の新潟中越地震，

12月のスマトラ島沖地震（津波）を取り上げた．印

南町では台風 23 号の高潮によって町民が 1 名死亡

しており，そのニュースは地元紙などで大きく報道

された．また，本調査の調査時期は，印南町が

2004年 12月，吉良町が 2005年 1月であり，スマト

ラ島沖地震は 2 つの調査期間の間に発生したため，

吉良町の調査にのみトリガー災害として列挙した． 

（b）アンケート調査の概要 

調査は選挙人名簿からランダム抽出した一般世帯

対象の郵送配布･郵送回収式調査法で実施した．質

問内容は以下の通りである． 

1. トリガー災害と事前対策行動実施の有無に関す

る質問―あなたのご家庭では地震に対して以下

のような備えを実際に行いましたか？（「行っ

た」場合→そのきっかけをお答えください．） 

2. トリガー災害と地震災害に対する意識変化に関

する質問―地震に対する意識についてうかがい

ます．（「そう思った」場合そのトリガー災害

に○をつけてください） 

3. 沿岸地域との関わり（自宅・職場が沿岸地域に

ある，または漁業を営む），およびトリガー災

害と津波に対する意識変化に関する質問（2.と

同様） 



 

 

4. 属性質問―地域取り組みに関する認知・家族構

成・災害時用援護者の有無・回答者年齢・性別 

それぞれの質問の具体的項目は表－１に示す． 
表－１ 質問項目 

1. 事前対策行動の質問項目 
1. 食料・水（非常持出袋を含む）を準備または確認した． 

2. 食料以外の備品を準備した． 
3. 落下物や窓ガラス散乱の防止策を施した． 
4. 家具の転倒防止作業をした． 
5. 耐震診断・補強を依頼した． 
6. 地震保険に加入した． 
7. 地震時の行動について家族で話し合った． 
8. 避難場所の確認をした． 
9. 地震時の家族の連絡方法について確認した． 
10. 自治会など地域の組織で対策を話し合った． 

2. 地震に対する意識変化の質問項目 

1. 大きな地震はもうすぐ来るかもしれないと思った． 
2. これで当分大きな地震は来ないだろうと思った． 
3. 地震が来ても命や財産を守れないだろうと思った． 
4. 備えをすれば地震から命や財産を守れるだろうと思った． 

5. 地震に対する備えをしなければいけないと思った． 

3. 津波に対する意識変化の質問項目 
1. 大きな地震が来たら自分や家族は津波に襲われるかもしれな

いと思った． 
2. 大きな地震が来ても自分や家族に津波の被害はないだろうと

思った． 
3. 津波に襲われたら命や財産を守れないだろうと思った． 
4. 備えをすれば津波から命や財産を守れるだろうと思った． 

5. 津波に対する備えをしなければいけないと思った． 

事前対策行動の質問項目において，その内容から

1.，2.を家庭での備蓄，3.から 6.を家具･家屋への対

策，7.から 10.を情報確認の行動と分類した. 
（c）回収状況 

本アンケート調査は表－２に示す回収状況を得ら

れた．印南町と吉良町における配布数は同数で，有

効回答数もほぼ同じであった． 

 
表－２ 質問票の回収状況 

回収状況 
配布数 回収数 

有効回

答数

回収率

(％)
印南町

（和歌山県） 200 72 67 33.5
吉良町

（愛知県） 200 74 68 34.0
 
４．結果の基礎的考察 
 
（１） 事前対策行動の実施 

図－２に印南町における事前対策行動の実施の状

況を示した．このグラフより，事前対策行動は情報

確認＞家庭での備蓄＞家具･家屋への対策の順で普

及していることがわかる．また，トリガー災害を見

ると，全般的に紀伊半島沖地震後に対策行動をとっ

た人は，新潟中越地震後に行動をとった人よりも多

い． 

 
（２） 地震に対する意識の変化 

図－３に吉良町における地震に対する意識変化の

状況を示した．このグラフより，個人はトリガー災

害により概ね，「大きな地震はもうすぐくるかもし

れない」，「備えをすれば地震から財産や命を守れ

るだろうと思った」，「地震に対する備えをしなけ

ればならないと思った」という対策行動を促進させ

るような意識変化がおきていることがわかる． 
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構成比

(単位：％)

紀伊半島地震 台風23号 新潟中越地震 以前から 行っていない 無回答

地震に対する対策の実施　印南町（N=67）

自治会など地域の組織で対策を話し合い

地震時の家族の連絡方法について確認

避難場所の確認

地震時の行動について家族で話し合い

地震保険に加入

耐震診断・補強を依頼

家具の転倒防止作業

落下物や窓ガラス散乱の防止策

食料以外の備品を準備

食料・水（非常持出袋を含む）を準備または確認

 

図－２ トリガー災害と事前対策行動実施の状況（印南町） 
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構成比

(単位：％)

紀伊半島地震 台風23号 新潟中越地震 スマトラ大津波 いずれも思わなかった

無回答

地震に対する意識の変化　吉良町(N=68)

地震に対する備えをしなければいけないと思った。

備えをすれば
地震から命や財産を守れるだろうと思った。

地震が来ても命や財産を守れないだろうと思った。

これで当分大きな地震は来ないだろうと思った。

大きな地震はもうすぐ来るかもしれないと思った。

地震に対する備えをしなければいけないと思った。

備えをすれば
地震から命や財産を守れるだろうと思った。

地震が来ても命や財産を守れないだろうと思った。

これで当分大きな地震は来ないだろうと思った。

大きな地震はもうすぐ来るかもしれないと思った。

 

図－３ トリガー災害と地震に対する意識変化の状況（吉良町） 

 

表－３ 意識変化と行動実施の関係（印南町） 

地震に対する備えをしなければ
ならないと思った 以前から

紀伊半島
沖地震 台風23号

新潟中越
地震 していない 無回答 総計

以前から 1 11 12

紀伊半島沖地震 5 8 4 2 11 1 31
台風23号 0
新潟中越地震 5 2 15 22
無回答 1 3 4
総計 11 8 4 5 40 1 69

備蓄食糧の確認をした

 
 

表－３は，印南町における地震に対する意識の質

問と，事前対策行動の実施の質問より一つ取り上げ，

その回答をトリガー災害別にクロス集計した表であ

る．この表より，紀伊半島沖地震で備えをしなけれ

ばならないと思った人が，いくつかのトリガー災害

を経るうちに徐々に事前対策行動を実施する様子が

読み取れる．また，着目すべき点として，2004年の
トリガー災害が発生する以前から地震に対する備え

をしなければならないと思っていた人のほぼ全員

（11 人/12 人）が結果的には対策行動を実施してい
ないことがわかる． 
 
５．おわりに 
 
本稿では，個人の間接的な災害の目撃経験と事前

対策行動の関係を明らかにする目的で行われた調査

の概要と，その基礎的分析結果を提示した．今後は，

これらの基礎的分析を基により多角的な分析を行い，

研究目的である目撃経験と対策行動の関連性を明ら

かにする．これらの分析結果の詳細は，発表時に譲

る． 
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